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１　団体広聴について

「団体広聴」とは、複数の府民等で構成する団体の申し入れに応じ、府政に関する当該団体の意見、要望、提言等を受けることをいう。

府民等の意見を府政に反映するとともに、府の施策の現状や今後の方針等を説明し、理解を得ることを目的として実施するものであり、いわゆる交渉とは異なる。

このような府における団体広聴に関する統一的取扱いを「広聴相談等事務取扱要領」（平成２０年１０月１６日施行）（以下「広聴相談要領」という。）＊１に位置づけ、同要領にもとづく団体広聴業務の手順を示したものが本マニュアルである。

＊１：広聴相談要領は団体広聴の一般ルールを定めたものであり、別途個別の要領等で処理されているものは同要領の対象外となる。

（１）「複数の府民等で構成する団体」について

上記の目的から広聴相談要領においては、次の団体を除いたものとする。
・専ら府職員のみで構成する団体

・専ら営利活動を行うことを目的とする団体

・市町村その他の公共団体

・政党その他の政治団体
「専ら府職員のみで構成する団体」のおもな例としては、府の職員団体、「政党その他の政治団体」としては「大阪府議会〇〇党議員団」等である。

（２）「府政に関する当該団体の意見、要望、提言等」について

団体広聴の目的から、意見、要望、提言等については次の項目を除いたものとする。

・趣旨が不明でその確認が困難なもの

・いたずら等と認められるもの（偽名などを殊更に使用し、責任ある意見と認められないもの、内容が物理的に実現不可能であるなど常識の範囲を超え正常なものとは認められないもの等）

・専ら企業等の営業行為又は個人の売込行為と認められるもの

・公務員の職務及び公職選挙法第３条に規定する公職にある者の政治活動として行われるもの

・専ら府職員の勤務条件等に関すること
・所管外等で回答できないもの
（３）団体広聴の手法について

団体広聴の手法には、「受領」「文書による回答」「応接による回答」などがある。

①「受領」

要望事項に関する回答をしないが、関係部局で要望書（意見書や署名など要望と判断できるものを含む。以下同じ。）を受領し事務・事業の参考とする手法。府政情報室で受領した場合は、関係部局に参考送付し、当該部局において事務・事業の参考とする。

　②「文書による回答」

要望事項に関する府の施策及び考え方を、回答文書をもって、当該団体に伝達する手法。府政情報室で要望書を受領した場合は、関係部局に送付し、当該部局で作成された回答文書を府政情報室から伝達する。

③「応接による回答」

要望事項に関する府の施策及び考え方を口頭の回答をもって当該団体に説明し、あわせて質疑・応答等を行う手法。具体的には、

・団体から文書で要望書が提出されたもの

・府及び団体双方が「応接」として了解しているもの

・府が組織的な意思決定（原則として課長級以上の決裁）を経て回答をしたもの
の各要件のすべてを満たすものを原則として「応接による回答」として取り扱うものとする。

＜これにより除かれるものの例＞
・関連団体や業界団体との意見交換、懇談、勉強会。関連団体の長との懇談。

・要望書受領時に行う団体との意見交換。

　　　  ・業務上関連する機関、団体との意見交換や要望を聴取して終わるもの。

④「その他」

当該団体と事前に調整し「応接」を実施する項目を除いた要望に対して「文書回答」を行うという手法もある。

２　要望書の受領及び配付について

（1） 要望書の受領について

団体からの要望書は、要望事項を所管する部局等＊２が受領する。要望事項が複数の部局等にわたる場合は部局等の間で調整し主要な項目を所管する部局等が受領する。

要望事項の内容が多岐にわたり、関係部局等で調整が困難な場合、その他特別な事情がある場合は、関係部局等と調整のうえ府政情報室が受領する。
（「業務の流れ」巻末図参照　＊２：部局等の用語は「室・課」を含む）

＜　受領　＞

・団体から要望書を受け取るという単純行為ではなく、要望事項を所管する部局等として正式に受け取る「受領」を意味するもので、要望書を受領した部局等はその後の処理において団体との窓口になる。

・例年要望のある団体及び要望項目については主たる所管部局が明らかであるが、新たな団体または新たな要望項目が出て、主たる所管部局を調整する時間がないまま要望書を受け取る必要が出てくることも考えられる。その場合は、関連部局として要望書を受け取る旨を伝え、後日、正式に主たる所管部局と調整する必要のあることを団体に説明する。

（２）受領時の作業について

①　広聴事案の確認

団体の要望書を受領した部局等及び府政情報室は、広聴相談要領第１の１（２）＊３に規定する広聴事案であることを確認し、主旨が不明なものはその場で主旨を確認する。また、他の行政機関（国・市町村・独立行政法人）や民間事業者の所管事項であることが明らかなものは、その旨と正しい要望先を説明し、団体の理解を得るよう努める。

＊３：第１　共通事項

 １　広聴及び相談

 （２）団体広聴

「団体広聴」は、複数の府民等で構成する団体（専ら府職員のみで構成する団体、専ら営利活動を行うことを目的とする団体、市町村その他の公共団体及び政党その他の政治団体を除く。）の申し入れに応じて、府政に関する当該団体の提言及び要望等を受けることをいう。

②　処理方法について確認

要望の処理（マニュアル１（３）参照）について、団体の意向を聴取し、必要に応じて日程、連絡方法等を確認する。

3 報道資料提供について確認

応接については、団体名、要望事項(要望文書題名)、応接日時及び場所を大阪府政記者会に資料提供をしてよいかを確認する。(広聴相談要領第3の3(4))＊４（報道資料提供への団体の了解を得るものであり、記者取材を確約するものではない。）
*４：第３　団体広聴における広聴事案の取扱
 ３　応接による回答
（４）応接は、報道機関に公開して実施するものとする。ただし、当該団体の同意が得られない場合及び緊急に設営した応接等でその暇がない場合はこの限りではない。また、報道機関に公開して応接を実施するときは、あらかじめ当該団体と調整の上、個人のプライバシーの保護等に必要な措置を講じるものとする。
4 情報の公表について

団体からの府政に関する意見やこれに対する府の見解等の情報を、広く府民と共有することにより、府政運営の透明性を高めるとともに、府民参加の府政に資することを目的として、「団体広聴」の実施状況に関する一定の情報をホームページに掲載して公表することとしている。

公表の対象は、マニュアル１（１）に定義する団体に係るもので、同（２）に定義する要望等とする。

公表の内容は

・受領…･…･……･……･………要望書

・文書による回答…･…･………要望書・文書回答

・応接による回答…･･････････要望書・議事要旨（回答骨子を含む）

・応接及び文書による回答…･･要望書・文書回答・議事要旨（回答骨子を含む）

となる。

なお、団体からの要望書の受領時には、府の「団体広聴」の透明性を確保する等の観点から「情報の公表」を行うことを説明し理解を得るものとし、仮に同意が得られない場合は意見交換等の手法を双方で検討する。

⑤　情報を公表しないもの

　　要望書等に個人のプライバシーに関する情報や事業者の企業秘密など「情報公開条例第８条各項各号及び第９条各号に該当する情報」が記載されている場合は当該部分を除いて公表する。

　なお、公表は法的義務ではないので、所管部局等が公表に適さないと判断した情報については、公表対象から除くことができるものとする。

⑥　要望書の電子データの提出について

ホームページでの公表に際し、紙媒体で提出された要望書はホームページ上に掲載できない（音声読み取りができないＰＤＦでの掲載はしない）ので、団体が要望書を電子データで作成されている場合は電子データでの提供を依頼し、提供できない場合はホームページ上に掲載できない旨伝える。
（３）要望書の配付

要望書を受領した部局等又は府政情報室は、要望書を受領したのち、速やかに関係部局等の情報総括者に要望事項を配付する。

３　要望事項の検討について
要望書を受領し又はその配付を受けた部局等は、所管の事務事業に係る要望事項について誠実に検討し、適当と認める事項を施策に反映するよう努める。

４　団体との応接について
①　応接の実施

団体からの申し入れに対し要望事項への応接を実施することが適当と判断したときは、要望書を受領した部局等又は府政情報室が主催して、団体応接を実施する。

応接の次第は、要望事項を所管する部局等が作成した回答骨子を説明し、必要に応じて質疑応答を実施することを基本に、応接を主催する部局等又は府政情報室が、当該団体の意向を考慮して決定する。

また、出席者は、応接の場で適切に説明、対応できる者があたることとし、応接予定時刻の１０分前には会場に集合する。

②　回答骨子の準備等

応接の進行上必要なことから、要望事項を所管する部局等は、作成した回答骨子を、応接を主催する部局等又は府政情報室に応接日前日の午後１時まで（休日を除く）に提出する。

また、応接対象項目以外の項目について文書回答を団体から求められた場合は文書回答を作成し、応接日の三日前の午後１時まで（休日を除く）に応接を主催する部局等又は府政情報室に提出する。出席者名簿は応接日の三日前の午後１時まで（休日を除く）に提出する。提出はすべて電子データによる。
※回答骨子、文書回答の記述は、「です・ます」調で統一する。
③　報道機関への公開

報道機関への公開にあたっては、個人のプライバシー保護に配慮し、その手法などを充分に団体と調整する。応接会場では記者席(5席程度)を確保しておく。

④  議事要旨の作成

応接終了後、応接を主催した部局等又は府政情報室は議事要旨を速やかに作成し、作成後、その内容を当該団体に確認する。

　　　＊　「議事要旨」公表は団体広聴の新制度であるので、平成19年度以降初めて実施する団体については、内容の確認をお願いしたい。2回目以降は、団体と調整の上、その要否を決定する。

回答骨子の内容については応接の場ですでに団体に説明しており確認は不要
　

	議事要旨作成ガイドライン

議事要旨は、応接に参加していない府民にも理解されるよう、当日の団体との応接内容の概要を記録するものであるので以下に留意して作成する。

・議事の要旨であり、応接時の一つ一つのやり取りを詳細に記録する議事録ではない。
・団体の意見（または府の見解）を一方的に記録するものでなく、客観的に議事進行にしたがって応接の概要を記録するものである。

・「団体からの要望書」と「府の回答骨子」（＊回答骨子は議事要旨のあとに続く形になる）とあわせて、概要の把握ができるよう作成する。

・表現等はできるだけ分かりやすくする。


＜参考例文＞

　　　　　　　　　　団体との応接結果について（議事要旨）

　　１．団体名　　　○○○○を守る会

　　２．応接日時　　平成１９年２月２９日１０時から１２時

　　３．応接場所　　第一委員会室

　　４．参加者　　　団体側　○○○○を守る会　　会長（役職名など）以下２０人

　　　　　　　　　　府　側　○○部○○室○○課　課長以下　５人

　　　　　　　　　　　　　　××部××課　　　　課長補佐以下　７人

　　５．議事要旨　　大阪府の○○○○を守る要望について

　　   　　　　　　　団体側から、大阪府の○○○○を守る要望について、要望趣旨説明が行われ、府側から、要求項目（1，２，３）について、下記回答骨子のとおり回答を行った。

その後、団体側から、○○などについて質疑及び意見表明があった。
「回答骨子」

要望項目１　××××××××××××

２　××××××××××××

5　府政情報室への報告について
①　報告事項

団体からの要望書を受領した部局等の情報総括者は、当該要望書に係る処理の終了後、下記事項を電子媒体（原則としてワード形式）により府政情報室に報告する。

なお、報告にあたっては、団体側出席者（団体の代表者等を除く。）の氏名など大阪府情報公開条例第8条各項各号及び第9条各号に該当する事項を削除するよう留意する。
< 処理の手法別報告事項 >
	処理方法

様 式
	受　領
	文書による回答
	応接による回答
	応接及び文書回答

	団体要望処理報告(様式1)(要望書添付)
	◎
	◎
	◎
	◎

	団体要望処理報告(様式1)(回答添付)
	－
	○
	○
	○

	団体からの要望書
	◎
	◎
	◎
	◎

	要望書の項目毎に所管部局名記載※
	○
	－
	－
	－

	回答(様式2)
	－
	○
	○
	○

	応接議事要旨(様式3)
	－
	－
	○
	○


◎は直ちに、○は原則として１か月以内に報告

※ホームページで公表した要望書に要望項目毎の所管部局名を追記する。ただし、要望書を他部局へ参考送付した場合は、関係部局から割振り等に対する意見を確認の上追記する。
②　ホームページへの掲載

府政情報室は、①の報告があったときは、当該報告事項を速やかに、府ホームページに掲載して公表する。また、府政情報室は、年度ごとの府における団体要望処理状況をとりまとめ、府ホームページに掲載して公表する。
	団体応接にかかる業務の流れ


業務の流れは、要望書を受領した、府政情報室及び部局等（室・課を含む。以下「府政情報室及び部局等」に省略）の業務の流れを基本ベースでフロー図にしたもので、各部局等における取扱により多少の違いがあります。また、要望書を受理後、応接までの期間は平均１～２か月程度です。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1 　団体からの要望書の受領　　　　　　         　     ※１
　　↓

②　要望書の公表
団体要望処理報告書　　　　　　　　　　⇒提出先　部広聴担当

要望書　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　

※すべて電子媒体　　　　　　　　　　　　提出先　府民課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　要望書受領後直ちに

府民課にてホームページ登載
③　団体への確認・説明　　　　  　               　   ※２
　　　　応接日調整　→　報道資料提供（大阪府政記者会へ）
↓　　　応接会場準備、時間割作成

④　回答部局等（室・課）への割振り・送付        　　　※３
　

（必要に応じて）

・回答部局等（室・課）間調整　　　　　　　　　　  ※４

・団体への主旨再確認　　　　　　　　　　　　　　　

↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（回答課作業）　　　　　　（提出先　「府政情報室（府民課）・部局等」）

応接出席者名簿・回答（文書回答分）　⇒ 応接日３日前午後１時まで

回答（応接回答分）　　　　　　      ⇒ 応接日前日午後１時まで

　 　 ↓

　　　　　　　

⑤　応接者名簿作成・応接準備　　　　　　　　　　　　　※５
↓

⑥　応　　接（　進　行　）                            ※６
↓

⑦　報　　告
団体要望処理報告書（文書番号は②の枝番）　⇒提出先　部広聴担当

議事要旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓　

回答　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出先　府民課
※すべて電子媒体　　　　　　　　　　　　　　　↓　原則１か月以内

府民課にてホームページ登載

※１　＜所管課の調整＞

· Ａ部ａ課のみが所管する要望事項が提出された場合⇒Ａ部ａ課で受領

· Ａ部ａ課とＡ部ｂ課の各々が所管、もしくは所管が双方に跨る要望事項が提出された場合

A部ａ課とB部ｂ課の各々が所管、もしくは所管が双方に跨る要望事項が提出された場合

⇒ａ課とｂ課（必要に応じ部広聴担当者が調整）は「主要な項目を所管する課」を調整、調整後の課において受理（調整がつかない場合は団体が希望する課において受理）
・　内容が多岐にわたり、情報総括者間では調整が困難な場合、その他特別な事情があるときは、関係部局と調整のうえ府政情報室において受理　
※２　＜団体への確認・説明＞

・　要領に定義する府民団体かどうかの確認

· 要望内容が広聴事案に該当するか等、不明な要望事項はその主旨を確認

· 要望処理の手法について確認
· 報道機関(大阪府政記者会)への報道資料提供について確認
［報道資料提供（その他様式1）参照］

別紙「報道機関への公開にあたって団体と調整する事項」をもとに、個人のプライバシー保護等、具体の手法を団体と充分調整する。

· 府ＨＰで情報を公表することを説明　等
　　（参考）府民課が主催する応接は、原則応接日の4開庁日前に行っている。

※３　＜回答部局等（室･課）への送付＞

・　関係部局へ要望書を送付　　［府政情報室の様式（その他様式２）参照］
○　府政情報室が受領した場合は、部別に割振りをおこない原則として部広聴担当に送付。部広聴担当は、割振り等に対する意見があれば受理後７日間を目処に府政情報室に連絡。（応接日時については速やかに）部広聴担当から部内担当課へ送付する。

＜応接の時間割振り＞

　　長時間（２時間以上）の場合は時間割をできるだけ細分化している。

※４　＜部局等（室・課）間調整＞

・　所管が複数部局に跨る場合は、各部局等において調整。

○　府政情報室が受領した場合の調整は、必要に応じて府政情報室が行う。

＜団体主旨再確認＞

・　基本的には、「要望書を受領した部局等」が行う。

○　府政情報室が受領した場合は、原則として府政情報室が行う。
※５　＜出席者名簿＞

「要望書を受領した部局等」が取りまとめ、団体に当日渡す。

［府政情報室の様式（その他様式３）参照（内線番号と回答項目は載せない）］
※６　＜応接後＞

　　　団体との間で調整する事項が生じた場合、進行等に関するものは「応接を開催した部局等」が対応し、要望事項の回答内容等に関するものは回答課において対応する。

　　　○　府政情報室が応接を開催した場合も同様

様式　１

○○第　　　　号

平成　年　月　日
　情報統括者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報総括者

団体要望処理報告

下記のとおり要望書を処理しましたので報告します。

記

	受 領 年 月 日
	　平成○○年×月△△日（曜日）

	要　望　書　名
	　○○について　　　

	提　出　団　体
	　○○○○　　　　　　←団体名

　会長　△△　××　　←代表者名

	担　　当　　課

担当者職・氏名
	○○部○○室○○課　

△△　　××　××　

	処　理　方　法
	□　受領のみ

□　文書回答のみ
　□　応接のみ

　□　応接及び文書回答

	添 付 デ ― タ※
	□　団体からの要望書

□　回答（文書回答分）（様式２）
□　回答（応接回答分）（様式２）

□　応接議事要旨（様式３）

	関　係　課　名
	　建制順に記載　

○○室○○課


※添付データは電子ファイル（原則としてワード形式）によることとし、文書回答分と応接回答分は別ファイルによる

様式　２

回　　　　　　答

団体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	（要望項目）



	（回答）



	（回答部局課名）




※要望項目欄に項目番号と内容を記入願います。
様式　３

応接議事要旨

１．団体名　　　　　 

２．応接日時

３．応接場所

４．参加者

　　（団体側）　　

（府  側）

５．議事要旨　

その他様式　１

報道提供資料

平成○○年○○月○○日


「○○○○を守る会（団体名）」との応接について

「○○○○を守る会（団体名）」との応接について、下記のとおり開催しますのでお知らせします。

記

日　　　　時　　平成○○年○○月○○日（金）　１０：００～１２：００

場　　　　所　　大阪府議会　第○委員会室（府庁本館２階）

　要望文書題名　　「大阪府の○○○○を守る要望」について

＊　一般の方は傍聴できません
取材要領（基本形）

（別紙）

報道機関への公開にあたって団体と調整する事項



①　報道機関への公開において、最も留意すべきことは個人のプライバシー保護です。
②　公開の手法（取材条件）について

写真・ビデオ撮影・録音機の使用の可否

（カメラ撮影などは個人が特定されるおそれがありますので十分調整して下さい）

③　氏名の取扱いについて

　　府として積極的に公開するものではないが、例えば、会長の氏名のみ公開可能などについても調整しておいて下さい。

4 団体の連絡先について

報道機関から団体の連絡先を聞かれる場合があります。その場合教示してよいかどうかの確認をしておいて下さい。

⑤　取材時間について

　　原則は、応接時間すべてを公開する考えですが、団体が時間制約にこだわった場合は、制約をつけることもできます。

ただし、取材時間を制限した場合、報道機関から当日中に「結果概要」などを文書で求められることがありますので留意して下さい。　
その他様式　２

府民第　　　　号

平成　年　月　日

　関係部局等情報総括者　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報統括者
広聴事案（団体広聴）について（送付）

　下記のとおり団体から要望書を受領しましたので送付します。

記

	受領年月日
	　平成○○年×月△△日（曜日）　　

	要望書名
	　○○○○○○について　　←要望書の表題

	提　出　団　体
	　○○○○　　　　　　←団体名

　会長　△△　××　　←代表者名

	受　　領　　者
	　府民課　△△　××　　←要望書を受理した者の職･氏名

	関係部局等
（要望書送付先）
	　建制順に記載　

	取扱方法等
	1 要望書の取扱について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体応接

　　　文書回答

　　　参考送付

2 応接日時･場所について

3 回答（文書回答分）、回答（応接回答分）、出席者名簿の提出期限について

4 その他　　　※一部事後連絡になる場合有り　　　　　　



その他様式　３

その他様式　３
団体応接出席者名簿
団体名　　　○○

日　時　　　平成　年　月　日（　）　○○時○○分～○○時○○分

場　所　　　○○会議室

（１０：００～１２：００）

	部局名
	室課名
	ｸﾞﾙｰﾌﾟ名
	職名
	氏名
	内線番号
	回答項目

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	広聴補佐
	○○　○○
	4001
	１(1)ア

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	広聴総括主査
	○○　○○
	4002
	１(1)イ

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	主査
	○○　○○
	4003
	１(2)エ

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	主事
	○○　○○
	4003
	随行


（１３：００～１５：００）

	部局名
	室課名
	ｸﾞﾙｰﾌﾟ名
	職名
	氏名
	内線番号
	回答項目

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	広聴補佐
	○○　○○
	4001
	２(1)ア

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	広聴総括主査
	○○　○○
	4002
	２(1)イ

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	主査
	○○　○○
	4003
	２(2)エ

	府民文化部
	府政情報室

府民課
	広聴G
	主事
	○○　○○
	4003
	随行


〔記入上の注意〕

・応接の割り振り時間ごとに、職階に関係なく建制順に記載する。

・「職名」は職員録に掲載のとおり記載する。

その他様式　４

　　　○○第　　　　号

平成　　年　月　　日

○○会　会長　○○　○○　様

大阪府府民文化部府政情報室府民課長

要望書の回答について（送付）

要望書の回答につきまして、別添のとおり取りまとめましたので送付します。

府民課　広聴Ｇ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○・○○

　　　TEL 06-6941-0351（内線 4003）

　　　　　　                     FAX 06-6944-6065
　

<連絡先>


○○部○○室　○○課　


担当者　○○・○○


内線　○○○○


直通　○○○○-○○○○





＜取材要領＞


○取材を希望される報道機関は、会場準備の関係上、（各）実施日の前日（○日前）までにご連絡願います。


○当日、応接開始５分前（○分前）に会場受付にお越しください。


○取材に際しては必ず自社腕章の着用願います。


○取材場所等については府係員の指示に従ってください。


○団体側出席者の個人が特定される表現は避けてください。


○当日の写真・ビデオ等の撮影はご遠慮願います。


（＊団体と調整のうえ記載してください）





　様式中の<取材要領>記載項目は、基本項目であり具体的な公開（取材）方法は、以下の点などを団体と十分調整し、適宜修正して提供すること。








団体が報道機関に公開することを承諾しない場合


⇒応接は、大阪府の単独行為ではないため、公開にあたっては相手方の同意が必要です。





連絡先　○○○○部　○○○○室　○○○○課


○○○○グループ　　氏名　　　　　


内線  : ○○○○　　　　　　　　　


mailto: ○○○○@mbox.pref.osaka.lg.jp








連絡先　府民文化部　府政情報室　府民課　　　


広聴グループ　　氏名　　　　　　　　


内線  :４００３                      


mailto: ○○○○@mbox.pref.osaka.lg.jp
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